
2018年（平成３０年）4月15日（毎月１回１５日発行）

〈今月の紙面〉
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「
開
拓
農
家
の
概
要
」
で

は
、
１５
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス

の
農
林
業
経
営
体
調
査
の
結

果
か
ら
、
戦
後
開
拓
農
家
の

販
売
農
家
１
万
６
１
６
５
戸

（
都
府
県
１
万
４
１
６
６
戸
、

北
海
道
１
９
９
９
戸
）
を
抽

出
し
て
、
主
要
な
項
目
を
集

計
・
分
析
し
て
い
る
。
開
拓

農
家
の
主
な
特
徴
は
次
の
と

お
り
。

経
営
の
大
規
模
化
が
進
む

開
拓
農
家（
以
下「
開
拓
」）

は
、
一
般
農
家
（
参
考
値
、

以
下
「
一
般
」
）
に
比
べ
、

経
営
耕
地
面
積
の
大
き
な
農

家
の
割
合
が
高
く
、
大
規
模

化
が
進
ん
で
い
る
。

０５
年
か
ら
１５
年
の
都
府
県

の
経
営
耕
地
面
積
は
、
１
〜

２
㌶
層
が
減
少
し
、
３
〜
５

㌶
層
及
び
５
㌶
以
上
層
が
増

加
し
て
い
る
。
１５
年
の
５
㌶

以
上
層
は
１６
㌫
（
１０
年
比
２

㌽
増
）
と
な
っ
た
。

同
じ
く
北
海
道
で
は
、
１０

〜
２０
㌶
層
が
減
少
し
、
２０
〜

３０
㌶
層
及
び
３０
㌶
以
上
層
が

増
加
し
て
い
る
。
１５
年
の
３０

㌶
以
上
層
は
５５
㌫
（
同
２
㌽

増
）
と
な
っ
た
。

野
菜
類
と
果
樹
類
が
増
加

農
業
経
営
形
態
別
で
は
、

開
拓
の
単
一
経
営
割
合
は
横

ば
い
で
推
移
し
、
１５
年
は
７８

㌫
。
一
般
と
ほ
ぼ
同
じ
割
合

と
な
っ
て
い
る
。
作
物
・
畜

種
別
に
み
る
と
、
一
般
に
比

べ
、
稲
作
が
少
な
く
、
露
地

野
菜
、
酪
農
、
肉
用
牛
の
割

合
が
高
い
。

１５
年
は
酪
農
、
雑
穀
・
い

も
類
・
豆
類
が
減
少
し
、
野

菜
類
、果
樹
類
が
増
加
し
た
。

都
府
県
で
は
、
稲
作
３６
・
７

㌫
、
露
地
野
菜
１８
・
４
㌫
、

酪
農
１０
・
９
㌫
、
北
海
道
で

は
、
酪
農
６５
・
６
㌫
、
稲
作

９
・
８
㌫
、
肉
用
牛
５
・
０

㌫
の
順
（
図
）
。

専
業
農
家
は
北
海
道
８

割
、
都
府
県
４
割

専
兼
業
別
農
家
数
の
う

ち
、
専
業
農
家
の
割
合
は
開

拓
が
４６
㌫
（
同
６
㌽
増
）
で

一
般
に
比
べ
、
１
・
４
倍
と

な
っ
て
い
る
。

専
兼
業
別
農
家
割
合
は
、

都
府
県
で
は
、
専
業
農
家
４２

㌫
、
第
１
種
兼
業
農
家
（
農

業
を
主
と
す
る
兼
業
農
家
）

１８
㌫
、第
２
種
兼
業
農
家（
農

業
以
外
を
主
と
す
る
兼
業
農

家
）
４１
㌫
。
北
海
道
で
は
、

専
業
農
家
７７
㌫
、
第
１
種
兼

業
１７
㌫
、
第
２
種
兼
業
６
㌫

と
な
っ
て
い
る
。

専
業
農
家
の
う
ち
、
男
子

生
産
年
齢
人
口（
１５
〜
６４
歳
）

が
い
る
割
合
は
、
都
府
県
２４

㌫
、
北
海
道
６６
㌫
、
女
子
生

産
年
齢
人
口
（
同
）
が
い
る

割
合
は
、
都
府
県
２０
㌫
、
北

海
道
５９
㌫
。

自
営
農
業
に
主
に
従
事
し

た
者

都
府
県
６
割
、
北
海

道
９
割

男
女
の
主
に
仕
事
を
し
た

者
の
う
ち
、
自
営
農
業
に
主

に
従
事
し
た
者
の
割
合
は
、

開
拓
が
６５
㌫
、
一
般
が
５２
㌫

で
、
農
業
に
従
事
し
た
者
の

割
合
は
開
拓
が
高
い
。

男
子
で
主
に
仕
事
を
し
た

者
で
自
営
農
業
に
主
に
従
事

し
た
者
は
、
都
府
県
６２
㌫
、

北
海
道
９４
㌫
、
女
子
は
都
府

県
６１
㌫
、
北
海
道
９０
㌫
。

１
５
０
日
以
上
農
業
に
従

事
し
た
者
が
５６
％

男
女
の
自
営
農
業
に
従
事

し
た
世
帯
員
で
、
農
業
に
年

間
１
５
０
日
以
上
従
事
し
た

者
の
割
合
は
、
開
拓
が
５６
㌫

と
一
般
の
３６
㌫
に
比
べ
て
高

い
。男

子
で
農
業
に
１
５
０
日

以
上
従
事
し
た
者
の
割
合

は
、
都
府
県
５５
㌫
、
北
海
道

８８
㌫
、女
子
は
都
府
県
４７
㌫
、

北
海
道
７９
㌫
。

若
い
年
齢
層
の
農
業
就
業

割
合

男
子
１５
％
、
女
子
９

％
開
拓
の
農
業
就
業
人
口

（
自
営
農
業
に
主
と
し
て
従

事
し
た
世
帯
員
数
）
の
年
齢

別
割
合
は
、
６５
歳
以
上
が
男

女
計
で
４６
㌫
と
一
般
の
６４
㌫

よ
り
低
い
。
１５
〜
３９
歳
の
若

い
年
齢
層
に
つ
い
て
み
る

と
、
開
拓
は
１２
㌫
（
男
子
１５

％
、
女
子
９
％
）
と
一
般
の

７
㌫
よ
り
高
い
。

男
子
世
帯
員
の
６５
歳
以
上

の
割
合
は
、
都
府
県
４９
㌫
、

北
海
道
２７
㌫
、
１５
〜
３９
歳
の

年
齢
層
は
都
府
県
１３
㌫
、
北

海
道
２５
㌫
。
女
子
世
帯
員
の

６５
歳
以
上
の
割
合
は
、
都
府

県
５０
㌫
、
北
海
道
２８
㌫
、
１５

〜
３９
歳
の
年
齢
層
は
都
府
県

８
㌫
、
北
海
道
１７
㌫
。

環
境
保
全
農
業
に
取
り
組

ん
で
い
る
農
家
は
３８
％

開
拓
で
環
境
保
全
農
業
に

取
り
組
ん
で
い
る
農
家
の
割

合
は
３８
㌫
（
都
府
県
３８
㌫
、

北
海
道
３９
㌫
）
で
、
一
般
の

３４
㌫
を
上
回
っ
て
い
る
。

農
家
を
経
営
形
態
別
に
み

る
と
、
都
府
県
で
は
複
合
経

営
、
稲
作
、
露
地
野
菜
、
果

樹
類
、
施
設
野
菜
、
北
海
道

で
は
酪
農
、
複
合
経
営
、
稲

作
、
施
設
野
菜
の
順
に
多
く

な
っ
て
い
る
。

取
り
組
み
形
態
別
に
み
る

と
、
「
化
学
肥
料
の
低
減
」

は
都
府
県
６２
㌫
、
北
海
道
６７

㌫
、
「
農
薬
の
低
減
」
は
都

府
県
７３
㌫
、
北
海
道
６２
㌫
、

「
堆
肥
に
よ
る
土
づ
く
り
」

は
都
府
県
６２
㌫
、
北
海
道
７２

㌫
な
ど
と
な
っ
て
い
る
。

「
開
拓
農
家
の
概
要
」
の

と
り
ま
と
め
は
、
振
興
協
会

の
１
９
８
８
年
度
重
点
事
業

と
し
て
実
施
さ
れ
た
の
が
始

ま
り
で
、
８５
年
版
か
ら
５
年

ご
と
に
作
成
さ
れ
て
い
る
。

開
拓
農
家
の
営
農
実
態
な
ど

を
把
握
し
て
、
よ
り
一
層
の

経
営
発
展
を
支
援
す
る
た
め

の
基
本
デ
ー
タ
と
す
る
の
が

目
的
。

４８
（
昭
和
２３
）
年
か
ら
の

農
林
省
（
当
時
）
の
開
拓
営

農
実
態
調
査
に
よ
る
と
、
戦

後
開
拓
農
家
が
最
も
多
か
っ

た
の
は
、
５６
年
の
１４
万
１
０

７
２
戸
で
、
以
降
、
減
少
し

て
い
る
。
同
調
査
は
、
開
拓

行
政
の
一
般
農
政
移
行
に
と

も
な
い
、
７２
年
に
終
了
し
、

そ
の
後
の
戸
数
及
び
営
農
実

態
の
把
握
が
で
き
な
か
っ

た
。そ

こ
で
振
興
協
会
は
、
８５

年
版
で
は
、
８５
年
セ
ン
サ
ス

を
基
礎
と
し
、
１８
会
員
を
通

じ
た
補
足
調
査
を
行
い
、
同

年
２
月
１
日
現
在
の
開
拓
農

家
戸
数
を
約
８
万
２
千
戸
と

推
計
し
た
。

同
戸
数
を
基
準
と
し
て
、

９５
年
版
で
は
、
９５
年
セ
ン
サ

ス
を
基
礎
と
し
、
８５
年
か
ら

１０
年
間
の
開
拓
農
家
戸
数
の

動
き
と
、
１０
会
員
が
把
握
し

て
い
る
農
家
戸
数
を
基
に
約

７
万
１
千
戸
と
推
計
。
００
年

は
セ
ン
サ
ス
の
５
年
間
の
農

家
戸
数
の
推
移
な
ど
か
ら
、

約
６
万
３
千
戸
、
０５
年
は
約

５
万
４
千
戸
、
１０
年
は
約
５

万
戸
、
そ
し
て
今
回
、
１５
年

２
月
１
日
現
在
は
約
４
万
３

千
戸
と
推
計
し
た
。

全
国
開
拓
振
興
協
会
は
こ
の
ほ
ど
、
１７
年
度
調
査
・
研
究
事
業
で
１５
年
版
「
開
拓
農

家
の
概
要
」
を
と
り
ま
と
め
、
公
表
し
た
。
１５
年
農
林
業
セ
ン
サ
ス
の
販
売
農
家
の
推

移
な
ど
か
ら
、
１５
年
２
月
１
日
現
在
の
戦
後
開
拓
農
家
の
戸
数
を
約
４
万
３
千
戸
と
推

計
し
た
。
ま
た
、
セ
ン
サ
ス
の
農
林
業
経
営
体
調
査
結
果
か
ら
開
拓
農
家
の
販
売
農
家

を
抽
出
し
、
構
造
的
な
変
化
な
ど
を
分
析
す
る
と
と
も
に
、
特
徴
を
導
き
出
し
て
い
る
。

政
府
は
３
月
２７
日
、
Ｔ
Ｐ

Ｐ
１１
協
定
案
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
整
備

法
の
改
正
法
案
を
閣
議
決
定

し
、
国
会
に
提
出
し
た
。

１６
年
に
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
（
Ｔ

Ｐ
Ｐ
１２
協
定
）
案
と
１１
法
律

を
ま
と
め
た
Ｔ
Ｐ
Ｐ
整
備
法

案
を
国
会
で
承
認
し
た
。
そ

の
後
、
米
国
が
離
脱
。
米
国

を
除
く
１１
ヵ
国
は
今
年
１

月
、
新
協
定
文
に
合
意
し
、

３
月
に
チ
リ
で
署
名
式
を
行

っ
た
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
整
備
法
の
改
正
法

案
で
は
、
題
名
を
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１

協
定
の
正
式
名
称
に
改
め

る
。
１１
法
律
の
う
ち
、
Ｇ
Ｉ

（
地
理
的
表
示
）
法
は
施
行

済
み
。
他
の
１０
法
律
の
施
行

期
日
は
Ｔ
Ｐ
Ｐ
協
定
の
発
効

日
と
な
っ
て
お
り
、未
施
行
。

施
行
期
日
を
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
協
定

の
発
効
日
に
改
め
る
。

農
業
関
係
で
は
、
牛
・
豚

肉
の
経
営
安
定
対
策
事
業

（
マ
ル
キ
ン
）
を
こ
れ
ま
で

の
予
算
措
置
か
ら
安
定
性
を

高
め
る
た
め
に
法
制
化
す
る

「
畜
産
物
の
価
格
安
定
に
関

す
る
法
律
」
な
ど
が
あ
る
。

同
協
定
は
、
１１
ヵ
国
の
う

ち
６
ヵ
国
で
国
内
手
続
き
が

完
了
す
る
と
、
そ
の
６０
日
後

に
発
効
と
な
る
。

農
水
省
は
４
月
３
日
、
韓

国
で
口
蹄
疫
が
続
発
し
て
い

る
こ
と
を
受
け
、
都
道
府
県

に
対
し
、
家
畜
所
有
者
・
関

係
者
へ
の
情
報
提
供
、
飼
養

衛
生
管
理
指
導
の
徹
底
な
ど

を
求
め
る
通
知
を
発
出
し

た
。３

月
２６
日
、
韓
国
西
部
の

京
畿
道
金
浦
市
の
養
豚
場
で

異
状
が
認
め
ら
れ
、
２７
日
、

口
蹄
疫
（
Ａ
型
）
と
確
定
。

同
国
で
の
口
蹄
疫
の
発
生

は
、
昨
年
の
２
月
以
来
、
約

１
年
ぶ
り
。
さ
ら
に
、
同
市

内
の
別
の
養
豚
場
で
も
発
生

が
確
認
さ
れ
た
。

豚
は
牛
に
比
べ
、
多
量
の

ウ
イ
ル
ス
を
排
せ
つ
す
る
こ

と
か
ら
、
同
国
で
の
濃
厚
汚

染
が
危
惧
さ
れ
る
。同
省
は
、

地
理
的
に
近
い
日
本
へ
の
ウ

イ
ル
ス
侵
入
リ
ス
ク
が
極
め

て
高
い
状
況
に
あ
る
と
し
て

い
る
。
そ
の
た
め
、
家
畜
の

毎
日
の
個
体
観
察
を
入
念
に

行
う
こ
と
に
よ
る
異
状
の
早

期
発
見
・
早
期
通
報
、
消
毒

の
徹
底
な
ど
、
都
道
府
県
を

通
じ
て
防
疫
対
策
の
強
化
を

求
め
て
い
る
。

Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１
国
会
審
議
へ

開
拓
農
家
は
推
計
４
万
３
千
戸

開
拓
農
家
は
推
計
４
万
３
千
戸

関
連
法
案
を
閣
議
決
定

高
い
大
規
模
・
専
業
比
率
振
興
協
会

調
査
か
ら

韓国で口蹄疫続発
防疫対策の強化を

開
拓
農
家
数
の
把
握
方
法

・「食料・農業 知っておきたい話」-６７- （２面）
・ＧＭ不検出に厳格化 「遺伝子組み換えでない」
表示 （３面）
・食の志向「経済性」が上昇 （４面）
・リンゴ 細霧冷房で日焼け果対策 （５面）
・外来雑草の早期発見・防除を トウモロコシ栽
培のポイント （６面）
・黒毛去勢 出荷７日前からL－リジン飼料給与

（７面）
・畜産物需給見通し （８面）

本
紙
は
無
償
で
提
供
し
て
い
ま
す
。

ご
希
望
の
方
は
お
知
ら
せ
下
さ
い
。
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国
連
は
１７
年
１２
月
２０
日
、

第
７２
回
総
会
本
会
議
で
、
１９

〜
２８
年
を
「
家
族
農
業
の
１０

年
」（the

Decade
ofFa

mily
Farming

）
と
定
め

た
。
こ
れ
は
、
１４
年
に
国
連

が
定
め
た
「
国
際
家
族
農
業

年
」
を
１０
年
間
延
長
す
る
と

い
う
も
の
で
、
１４
年
の
国
際

家
族
農
業
年
以
来
、
Ｆ
Ａ
Ｏ

（
国
連
食
糧
農
業
機
関
）
な

ど
が
「
家
族
農
業
の
１０
年
」

の
設
置
を
求
め
て
国
際
的
キ

ャ
ン
ペ
ー
ン
を
展
開
し
、
世

界
各
国
で
こ
の
動
き
を
支
援

す
る
組
織
が
形
成
さ
れ
、
各

国
・
地
域
で
議
論
を
盛
り
上

げ
て
き
た
成
果
で
あ
る
。

こ
れ
は
、
米
国
主
導
の
世

銀
・
Ｉ
Ｍ
Ｆ
（
国
際
通
貨
基

金
）
の
開
発
援
助
を
通
じ
て

多
国
籍
企
業
な
ど
が
途
上
国

の
農
地
を
集
め
大
規
模
農
業

を
推
進
し
、
流
通
・
輸
出
事

業
を
展
開
し
て
途
上
国
農
村

を
も
う
け
の
道
具
と
す
る
流

れ
に
対
抗
し
て
、
世
界
各
国

・
各
地
域
で
小
規
模
・
家
族

農
業
を
関
連
政
策
の
中
心
に

位
置
づ
け
よ
う
と
い
う
抵
抗

の
機
運
が
拡
大
し
て
い
る
こ

と
を
示
し
て
い
る
。

そ
こ
に
は
Ｆ
Ａ
Ｏ
の
苦
難

の
歴
史
が
あ
る
。
Ｆ
Ａ
Ｏ
は

途
上
国
の
農
業
発
展
と
栄
養

水
準
・
生
活
水
準
の
向
上
の

た
め
に
設
立
さ
れ
た
の
で
、

各
国
の
小
農
（
家
族
農
業
）

の
生
活
を
守
り
、
豊
か
に
す

るinclusive
（
あ
ま
ね
く

社
会
全
体
に
行
き
わ
た
る
）

な
経
済
成
長
が
必
要
と
考
え

た
が
、
米
国
が
余
剰
農
産
物

の
は
け
口
が
必
要
で
、
ま
た

米
国
発
の
多
国
籍
企
業
な
ど

が
途
上
国
の
農
地
を
集
め
大

規
模
農
業
を
推
進
し
、
流
通

・
輸
出
事
業
を
展
開
す
る
利

益
と
は
バ
ッ
テ
ィ
ン
グ
す

る
。
そ
し
て
、
Ｆ
Ａ
Ｏ
は
一

国
一
票
で
途
上
国
の
発
言
力

が
強
い
た
め
、
米
国
発
の
穀

物
メ
ジ
ャ
ー
に
都
合
が
よ
い

「
援
助
」
政
策
を
遂
行
で
き

な
い
こ
と
が
わ
か
っ
て
き

た
。米

国
多
国
籍
企
業
に
よ

る
小
農
潰
し

そ
こ
で
、
米
国
主
導
の
Ｉ

Ｍ
Ｆ
や
世
銀
に
、
Ｆ
Ａ
Ｏ
か

ら
開
発
援
助
の
主
導
権
を
移

行
さ
せ
、「
政
策
介
入
に
よ
る

歪
み
さ
え
取
り
除
け
ば
市
場

は
効
率
的
に
機
能
す
る
」
と

い
う
都
合
の
い
い
名
目
を
掲

げ
て
、援
助
・
投
資
と
引
き
換

え
条
件（conditionality
）

に
、
関
税
撤
廃
や
市
場
の
規

制
撤
廃
（
補
助
金
撤
廃
、
最

低
賃
金
の
撤
廃
、
教
育
無
料

制
の
廃
止
、
食
料
増
産
政
策

の
廃
止
、
農
業
技
術
普
及
組

織
の
解
体
、
農
民
組
織
の
解

体
な
ど
）を
徹
底
し
て
進
め
、

穀
物
は
輸
入
に
頼
ら
せ
る
一

方
、
商
品
作
物
の
大
規
模
プ

ラ
ン
テ
ー
シ
ョ
ン
な
ど
を
、

思
う
が
ま
ま
に
推
進
し
や
す

く
し
た
。
し
か
も
、
強
制
し

た
の
で
な
く
当
該
国
が
「
自

主
的
に
」
意
思
表
示
し
た
と

い
う
合
意
書
（Letterof

Intent

）
を
書
か
せ
た
。

Ｆ
Ａ
Ｏ
は
弱
体
化
さ
れ
、

真
に
途
上
国
の
立
場
に
立
っ

た
主
張
を
続
け
、
地
道
に
現

場
で
の
技
術
支
援
活
動
な
ど

を
続
け
て
は
い
る
が
、
基
本

的
に
は
、
食
料
サ
ミ
ッ
ト
な

ど
を
主
催
し
て
、
「
ガ
ス
抜

き
」
す
る
場
に
な
っ
て
し
ま

っ
た
。
今
で
も
、
飢
餓
・
貧

困
人
口
が
圧
倒
的
に
集
中
し

て
い
る
の
は
サ
ハ
ラ
以
南
の

ア
フ
リ
カ
諸
国
で
あ
り
、
こ

の
地
域
が
Ｉ
Ｍ
Ｆ
と
世
銀
の

conditionality

に
よ
り
、

最
も
徹
底
し
た
規
制
撤
廃
政

策
に
さ
ら
さ
れ
た
地
域
で
あ

る
こ
と
か
ら
も
、
「
政
策
介

入
に
よ
る
歪
み
さ
え
取
り
除

け
ば
市
場
は
効
率
的
に
機
能

す
る
」
と
い
う
新
古
典
派
開

ご
び
ゅ
う

発
経
済
学
の
誤
謬
は
証
明
さ

れ
て
い
る
。
と
い
う
か
、
そ

も
そ
も
、
貧
困
緩
和
で
は
な

く
、大
多
数
の
人
々
か
ら「
収

奪
」
し
、
大
企
業
の
利
益
を

最
大
化
す
る
の
が
目
的
だ
っ

た
の
だ
か
ら
、
当
然
の
帰
結

な
の
で
あ
る
。

闘
い
は
こ
れ
か
ら
〜
ス

ロ
ー
ガ
ン
に
終
わ
ら
せ

て
は
な
ら
な
い

「
家
族
農
業
の
１０
年
」は
小

農
・
家
族
農
業
を
守
ろ
う
と

す
る
Ｆ
Ａ
Ｏ
の
決
死
の
巻
き

返
し
で
あ
る
。
今
回
の
制
定

は
、確
か
に
、世
界
各
国
・
各

地
域
で
小
規
模
・
家
族
農
業

を
関
連
政
策
の
中
心
に
位
置

づ
け
よ
う
と
す
る
国
際
的
流

れ
が
拡
大
し
て
い
る
こ
と
を

示
す
も
の
で
は
あ
る
が
、
米

国
主
導
の
穀
物
メ
ジ
ャ
ー
な

ど
が
都
合
よ
く
儲
け
る
た
め

の
農
業
・
農
村
支
援
の
名
の

下
の
収
奪
の
現
状
か
ら
脱
却

し
、
真
に
小
規
模
・
家
族
農

業
を
再
評
価
し
、
政
策
的
に

支
援
す
る
方
向
性
を
本
当
に

具
体
化
で
き
る
か
ど
う
か
が

問
わ
れ
て
い
る
の
で
あ
る
。

か
た
や
、
我
が
国
で
は
、

「
民
間
活
力
の
最
大
限
の
活

用
」
、
「
企
業
参
入
」
を
旗

印
に
、
小
規
模
・
家
族
経
営

の
位
置
づ
け
は
後
退
し
、
農

業
政
策
も
、
法
人
化
と
規
模

拡
大
を
前
提
に
し
た
計
画
で

な
い
と
支
援
が
受
け
ら
れ
な

い
傾
向
が
強
ま
り
、
国
際
的

な
流
れ
に
逆
行
す
る
。

農
協
「
解
体
」
に
向
け
た

措
置
（
全
農
共
販
・
共
同
購

入
の
無
効
化
、
独
禁
法
の
適

用
除
外
の
実
質
無
効
化
、
生

乳
共
販
の
弱
体
化
、
信
用
・

共
済
の
分
離
へ
の
布
石
）
、

外
資
を
含
む
一
部
企
業
へ
の

便
宜
供
与
（
全
農
の
株
式
会

社
化
↓
買
収
、
特
定
企
業
の

農
地
取
得
を
可
能
に
し
た
国

家
「
私
物
化
」
特
区
、
種
子

法
の
廃
止
、
農
業
「
移
民
」

特
区
の
展
開
）
も
、
家
族
農

業
経
営
の
衰
退
に
拍
車
を
か

け
か
ね
な
い
。

と
り
わ
け
、
酪
農
に
つ
い

て
は
、
「
Ｔ
Ｐ
Ｐ
プ
ラ
ス
」

の
日
欧
Ｅ
Ｐ
Ａ
と
Ｔ
Ｐ
Ｐ
１１

の
市
場
開
放
に
加
え
て
、
農

協
共
販
の
解
体
の
先
陣
を
切

る
形
で
、
生
乳
共
販
の
弱
体

化
を
図
る
改
定
畜
安
法
が
成

立
し
た
。
生
乳
は
英
国
の
経

験
が
如
実
に
示
す
よ
う
に
、

買
い
た
た
か
れ
、
流
通
は
混

乱
す
る
可
能
性
が
あ
る
。
生

乳
生
産
の
減
少
が
加
速
し
、

「
バ
タ
ー
不
足
」
の
解
消
ど

こ
ろ
か
、
「
飲
用
乳
が
棚
か

ら
消
え
る
」
事
態
が
頻
発
し

か
ね
な
い
国
民
生
活
の
危
機

で
あ
る
。
消
費
者
は
チ
ー
ズ

が
安
く
な
る
か
ら
い
い
と
言

っ
て
い
る
う
ち
に
国
産
牛
乳

が
飲
め
な
く
な
る
危
機
が
近

づ
い
て
い
る
こ
と
を
認
識
す

べ
き
だ
。

一
部
の
メ
ガ
・
ギ
ガ
フ
ァ

ー
ム
が
発
展
し
て
も
、
家
族

農
業
経
営
が
衰
退
し
て
は
、

国
民
へ
の
基
礎
食
料
の
供
給

を
全
体
と
し
て
十
分
に
確
保

す
る
こ
と
が
困
難
に
な
っ
て

く
る
。「
民
間
活
力
の
最
大
限

の
活
用
」だ
、「
企
業
参
入
」だ

と
言
っ
て
い
る
う
ち
に
、
気

付
い
た
ら
、
安
全
性
の
懸
念

が
大
き
い
輸
入
農
水
産
物
に

一
層
依
存
し
て
国
民
の
健
康

が
蝕
ま
れ
、日
本
の
資
源
・
環

境
、地
域
社
会
、そ
し
て
、
日

本
国
民
の
主
権
が
実
質
的
に

奪
わ
れ
て
い
く
と
い
う
取
り

返
し
の
つ
か
な
い
事
態
に
突

き
進
む
こ
と
を
回
避
し
な
く

て
は
な
ら
な
い
。

農
水
省
は
３
月
２０
日
、
環

境
保
全
に
効
果
の
高
い
営
農

活
動
に
取
り
組
む
農
業
者
を

支
援
す
る
「
環
境
保
全
型
農

業
直
接
支
払
交
付
金
」
の
１７

年
度
実
施
状
況
（
見
込
み
）

を
公
表
し
た
。
１６
年
度
に
続

き
、
す
べ
て
の
支
援
対
象
取

り
組
み
で
、
面
積

が
前
年
度
よ
り
拡

大
す
る
と
見
込
ま

れ
て
い
る
。

同
交
付
金
に
よ

る
直
接
支
援
は
１１

年
度
か
ら
実
施
さ

れ
て
い
る
。
公
表

さ
れ
た
実
施
状
況

は
、
１８
年
１
月
末

時
点
で
ま
と
め
ら

れ
た
も
の
。
４７
都

道
府
県
の
８
９
９

市
町
村
（
前
年
度

比
１
・
２
㌫
増
）

で
取
り
組
ま
れ
、

件
数
は
３
８
４
１
件
（
２
・

７
㌫
増
）
、
面
積
は
８
万
９

７
７
８
㌶
（
６
・
２
㌫
増
）

と
な
る
見
込
み
。
地
域
ブ
ロ

ッ
ク
別
で
件
数
が
多
い
の

は
、
近
畿
７
９
０
件
、
東
北

７
３
０
件
、
関
東
５
６
３
件

な
ど
。

面
積
を
支
援
対
象
取
り
組

み
別
に
み
る
と
、
す
べ
て
で

拡
大
し
て
い
る
。
特
に
「
カ

バ
ー
ク
ロ
ッ
プ
」
や
「
堆
肥

の
施
用
」
の
取
り
組
み
が
増

加
す
る
と
見
込
ま
れ
て
い
る

（
表
）
。

面
積
を
作
物
区
分
別
に
み

て
も
、
す
べ
て
で
拡
大
し
て

い
る
。
水
稲
が
６
万
２
８
４

０
㌶
（
５
・
８
㌫
増
）
、
麦

・
豆
類
が
１
万
７
５
５
㌶（
８

・
２
㌫
増
）
、
い
も
・
野
菜

類
が
７
３
８
２
㌶
（
７
・
９

㌫
増
）
、
果
樹
・
茶
が
１
９

５
１
㌶
（
９
・
７
㌫
増
）
な

ど
と
見
込
ま
れ
て
い
る
。

同
交
付
金
は
、
農
業
者
の

組
織
す
る
団
体
等
が
化
学
肥

料
及
び
化
学
合
成
農
薬
の
使

用
を
地
域
の
慣
行
か
ら
５
割

以
上
低
減
す
る
取
り
組
み

（
以
下
「
５
割
低
減
取
り
組

み
」
）
と
合
わ
せ
て
行
う
、

地
球
温
暖
化
防
止
や
生
物
多

様
性
保
全
な
ど
環
境
保
全
に

効
果
の
高
い
営
農
活
動
を
支

援
す
る
。
対
象
と
な
る
取
り

組
み
の
概
要
及
び
交
付
単
価

は
次
の
と
お
り
。

○
全
国
共
通
：
①
カ
バ
ー

ク
ロ
ッ
プ
＝
５
割
低
減
取
り

組
み
の
前
後
い
ず
れ
か
に
緑

肥
な
ど
を
作
付
け
（
交
付
単

価
８
０
０
０
円
／
１０
㌃
）
②

堆
肥
の
施
用
＝
５
割
低
減
取

り
組
み
の
前
後
い
ず
れ
か
に

炭
素
貯
留
効
果
の
高
い
堆
肥

を
施
用
（
４
４
０
０
円
／
１０

㌃
）
③
有
機
農
業
＝
化
学
肥

料
及
び
化
学
合
成
農
薬
を
使

用
し
な
い
取
り
組
み
（
８
０

０
０
円
／
１０
㌃
、
飼
料
作
物

な
ど
は
３
０
０
０
円
／
１０

㌃
）○

地
域
特
認
：
地
域
の
環

境
や
農
業
の
実
態
な
ど
を
勘

案
し
た
上
で
都
道
府
県
が
申

請
を
行
い
、
地
域
を
限
定
し

て
支
援
の
対
象
と
す
る
取
り

組
み
（
３
０
０
０
〜
８
０
０

０
円
／
１０
㌃
、
取
り
組
み
内

容
・
交
付
単
価
は
都
道
府
県

に
よ
り
異
な
る
）

申
請
額
の
全
国
合
計
が
予

算
額
を
上
回
っ
た
場
合
、
交

付
単
価
が
減
額
さ
れ
る
こ
と

が
あ
る
。

ま
た
、
１８
年
度
か
ら
、
国

際
水
準
Ｇ
Ａ
Ｐ
（
農
業
生
産

工
程
管
理
）
に
取
り
組
む
こ

と
が
要
件
と
な
る
。

農
水
省
が
４
月
１０
日
に
公

表
し
た
「
１６
年
農
業
・
食
料

関
連
産
業
の
経
済
計
算
」
に

よ
る
と
、
農
業
・
食
料
関
連

産
業
の
国
内
生
産
額
｛
生
産

さ
れ
た
財
・
サ
ー
ビ
ス
を
生

産
者
が
出
荷
・
提
供
し
た
時

点
で
の
価
格
（
税
込
み
。
以

下
同
じ
）
｝
は
１
１
５
兆
９

６
３
１
億
円
で
、
前
年
に
比

べ
２
・
５
㌫
増
加
し
た
。
全

経
済
活
動
に
占
め
る
割
合
は

１１
・
６
㌫
と
な
り
、
０
・
４

㌽
上
昇
し
た
。

部
門
別
に
み
る
と
、
農
林

漁
業
が
１２
兆
６
９
５
５
億

円
、
食
品
製
造
業
が
３７
兆
６

８
２
１
億
円
、
関
連
流
通
業

が
３２
兆
６
７
９
２
億
円
な
ど

と
な
っ
た
。

国
内
生
産
額
か
ら
中
間
投

入
（
生
産
の
た
め
に
投
入
さ

れ
た
財
・
サ
ー
ビ
ス
の
費
用
）

を
差
し
引
い
た
国
内
総
生
産

は
５３
兆
４
４
３
１
億
円
で
、

１
・
９
㌫
増
加
し
た
。
こ
れ

は
、
全
経
済
活
動
の
国
内
総

生
産
（
Ｇ
Ｄ
Ｐ
）
の
９
・
９

㌫
を
占
め
て
い
る
。

農
業
に
つ
い
て
み
る
と
、

ま
ず
農
業
生
産
額
は
４
・
７

㌫
増
の
１０
兆
８
９
０
５
億
円

と
な
っ
た
。
部
門
別
で
は
、

耕
種
部
門
が
６
・
２
㌫
増
の

６
兆
３
６
８
８
億
円
、
畜
産

部
門
が
３
・
３
㌫
増
の
３
兆

６
８
４
４
億
円
、
農
業
サ
ー

ビ
ス
部
門
は
０
・
４
㌫
減
の

８
３
７
２
億
円
。
米
、
野
菜
、

果
実
、
肉
用
牛
の
生
産
額
が

５
㌫
以
上
増
加
し
た

農
業
総
生
産
は
１１
・
３
㌫

増
の
５
兆
３
５
５
１
億
円
。

こ
れ
は
、
農
業
生
産
額
の
増

加
の
ほ
か
、
飼
料
、
光
熱
動

力
な
ど
の
中
間
投
入
額
が
減

少
し
た
こ
と
に
よ
る
。

さ
ら
に
、
農
業
総
生
産
か

ら
固
定
資
本
減
耗
と
間
接
税

を
差
し
引
き
、
経
常
補
助
金

を
加
え
た
農
業
純
生
産
は
、

主
に
農
業
総
生
産
の
増
加
に

よ
り
、
１１
・
１
㌫
増
の
４
兆

３
１
０
２
億
円
と
な
っ
た
。

食
料
・
農
業
知
っ
て
お
き
た
い
話

第
６７
回

１７
年
度
交
付
面
積
６.２
％
増

「
家
族
農
業
の
１０
年
」に
込
め
ら
れ
た
想
い

東
京
大
学
教
授
鈴
木
宣
弘
氏

環
境
保
全
型
農
業
直
接
支
払
い

国内生産額２．５％増の１１６兆円
１６年農業・食料関連産業の経済計算
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消
費
者
庁
は
３
月
１４
日
、

遺
伝
子
組
み
換
え
表
示
制
度

に
関
す
る
検
討
会
の
最
終
会

合
（
第
１０
回
）
を
都
内
で
開

い
た
。
食
品
に
「
遺
伝
子
組

み
換
え
（
Ｇ
Ｍ
）
で
な
い
」

と
表
示
で
き
る
要
件
を
、
現

行
の
「
混
入
率
５
㌫
以
下
」

か
ら
「
不
検
出
」
の
み
に
厳

格
化
す
る
報
告
書
を
ま
と
め

た
。
同
庁
は
今
後
、
報
告
書

を
基
に
表
示
制
度
の
見
直
し

を
進
め
る
。

Ｇ
Ｍ
表
示
制
度
は
、
導
入

か
ら
約
１７
年
が
経
過
し
て
い

る
。
こ
の
間
、
Ｇ
Ｍ
農
産
物

の
作
付
面
積
増
加
に
と
も
な

う
流
通
実
態
の
変
化
、
Ｇ
Ｍ

食
品
の
Ｄ
Ｎ
Ａ
等
に
関
す
る

分
析
技
術
が
向
上
、
消
費
者

の
意
識
の
変
化
な
ど
が
生
じ

て
い
る
可
能
性
が
あ
る
。
そ

の
た
め
、
同
庁
は
昨
年
４
月

に
消
費
者
、
事
業
者
及
び
学

識
経
験
者
で
構
成
す
る
検
討

会
を
設
置
し
、
Ｇ
Ｍ
表
示
制

度
の
あ
り
方
に
つ
い
て
検
討

を
行
っ
て
き
た
。

Ｇ
Ｍ
表
示
制
度
は
、
分
別

生
産
流
通
管
理
（
以
下
「
分

別
管
理
」
）
の
有
無
に
基
づ

き
、
表
示
方
法
が
定
め
ら
れ

て
い
る
。
分
別
管
理
が
適
正

に
行
わ
れ
て
い
て
も
、
Ｇ
Ｍ

農
産
物
の
一
定
の
混
入
は
避

け
ら
れ
な
い
（
意
図
せ
ざ
る

混
入
）
。
現
行
制
度
で
は
、

５
㌫
以
下
の
「
意
図
せ
ざ
る

混
入
」
が
あ
る
場
合
で
も
、

「
遺
伝
子
組
み
換
え
で
な
い
」

の
表
示
が
で
き
る
。
検
討
会

で
は
、
消
費
者
の
誤
認
を
招

く
と
の
意
見
が
出
さ
れ
て
い

た
。報

告
書
で
は
表
示
方
法
に

つ
い
て
、
次
の
と
お
り
整
理

し
て
い
る
。

▼
分
別
管
理
が
行
わ
れ
た

Ｇ
Ｍ
農
産
物
及
び
そ
れ
を
原

材
料
と
す
る
加
工
食
品
は
、

現
行
ど
お
り
「
遺
伝
子
組
み

換
え
」な
ど
と
表
示
す
る（
義

務
）
。

▼
分
別
管
理
が
行
わ
れ
て

い
な
い
場
合
は
、
現
行
ど
お

り
「
遺
伝
子
組
み
換
え
不
分

別
」
な
ど
と
表
示
す
る
（
義

務
）
。

▼
「
遺
伝
子
組
み
換
え
で

な
い
」
表
示
の
要
件
を
「
混

入
率
５
㌫
以
下
」
か
ら
「
不

検
出
」に
引
き
下
げ
る
。「
不

検
出
」
の
場
合
の
み
「
遺
伝

子
組
み
換
え
で
な
い
」
「
遺

伝
子
組
み
換
え
で
な
い
も
の

を
分
別
」
な
ど
と
表
示
で
き

る
（
任
意
）
。

▼
引
き
下
げ
に
よ
り
、「
遺

伝
子
組
み
換
え
で
な
い
」
表

示
が
で
き
な
く
な
る
場
合

に
、
分
別
管
理
が
適
正
に
行

わ
れ
て
い
る
旨
を
任
意
で
表

示
で
き
る
よ
う
に
す
る

（
例
：
分
別
管
理
に
よ
り
、

で
き
る
限
り
遺
伝
子
組
み
換

え
の
混
入
を
減
ら
し
て
い

る
）
。

現
行
の
表
示
義
務
対
象

は
、
大
豆
、
ト
ウ
モ
ロ
コ
シ

な
ど
８
農
産
物
と
、
こ
れ
ら

を
原
材
料
と
す
る
豆
腐
、
納

豆
、
み
そ
な
ど
３３
加
工
品
。

し
ょ
う
ゆ
、
大
豆
油
等
の
植

物
油
脂
な
ど
は
、
組
み
換
え

ら
れ
た
遺
伝
子
が
加
工
の
過

程
で
分
解
さ
れ
て
Ｄ
Ｎ
Ａ
等

が
検
出
で
き
な
い
と
し
て
、

義
務
表
示
の
対
象
外
と
な
っ

て
い
る
。
報
告
書
で
は
、
科

学
的
検
証
が
可
能
な
組
み
換

え
Ｄ
Ｎ
Ａ
等
が
残
存
す
る
品

目
に
義
務
表
示
の
対
象
を
限

定
す
る
現
行
制
度
を
維
持
す

る
こ
と
が
適
当
と
し
て
い

る
。消

費
者
庁
が
１６
年
度
に
実

施
し
た
遺
伝
子
組
換
え
食
品

に
関
す
る
消
費
者
意
向
調
査

で
は
、
表
示
義
務
対
象
品
目

の
認
知
度
や
、
「
遺
伝
子
組

み
換
え
不
分
別
で
あ
る
旨
の

表
示
」
に
関
す
る
認
知
度
が

い
ず
れ
も
３
割
に
と
ど
ま
っ

て
い
る
。
遺
伝
子
組
み
換
え

表
示
制
度
が
十
分
に
周
知
さ

れ
て
い
る
と
は
言
い
難
い
状

況
と
し
て
、
制
度
の
普
及
・

啓
発
活
動
の
重
要
性
を
指
摘

し
て
い
る
。

ま
た
、
消
費
者
が
表
示
か

ら
正
し
く
情
報
を
読
み
取

り
、
自
主
的
か
つ
合
理
的
な

食
品
の
選
択
が
で
き
る
制
度

構
築
を
行
う
こ
と
な
ど
を
求

め
て
い
る
。

農
水
省
が
こ
の
ほ
ど
公
表

し
た「
集
落
営
農
実
態
調
査
」

（
１８
年
２
月
１
日
現
在
）
に

よ
る
と
、
全
国
の
集
落
営
農

に
占
め
る
法
人
の
割
合
は
、

３３
・
８
％
と
な
り
、
前
年
に

比
べ
２
・
８
㌽
上
昇
し
た
。

集
落
営
農
数
は
１
万
５
１

１
１
で
前
年
に
比
べ
２５
（
０

・
２
㌫
）
減
少
。
経
営
形
態

別
に
み
る
と
、
法
人
は
５
１

０
６
で
４
１
３（
８
・
８
㌫
）

増
加
し
、
非
法
人
は
１
万
５

で
４
３
８
（
４
・
２
㌫
）
減

少
し
た
。

集
落
営
農
数
を
地
域
別
に

み
る
と
、
東
北
が
３
３
４
４

と
最
も
多
く
、
次
い
で
九
州

２
４
１
５
、
北
陸
２
３
８
３

の
順
。
法
人
は
、
北
陸
が
１

１
９
３
と
最
も
多
く
、
次
い

で
中
国
８
９
２
、
東
北
８
６

９
の
順
。
割
合
で
は
、
北
陸

が
５０
・
１
㌫
と
最
も
高
く
、

中
国
４１
・
６
㌫
、
東
海
３５
・

７
㌫
と
続
い
た
。
非
法
人
で

は
、
東
北
が
２
４
７
５
と
最

も
多
く
、
次
い
で
九
州
１
６

７
６
、
近
畿
１
５
７
７
の
順

と
な
っ
て
い
る
。

集
落
営
農
を
構
成
す
る
農

業
集
落
は
３
万
７
０
８
。
一

つ
の
農
業
集
落
で
構
成
さ
れ

て
い
る
集
落
営
農
が
７３
・
７

㌫
と
な
っ
て
い
る
。
法
人
で

は
、
９
・
５
㌫
が
５
集
落
以

上
で
構
成
さ
れ
て
い
る
。

集
落
営
農
を
構
成
す
る
農

家
は
５１
万
６
８
０
戸
。
農
家

数
別
に
集
落
営
農
数
割
合
を

み
る
と
、
１０
〜
１９
戸
の
構
成

が
２６
・
６
㌫
と
最
も
高
く
、

次
い
で
２０
〜
２９
戸
が
１９
・
３

㌫
、
９
戸
以
下
が
１９
・
０
㌫

の
順
。
法
人
の
１
集
落
営
農

当
た
り
農
家
数
は
４１
・
０
戸

で
、
非
法
人
は
３０
・
１
戸
と

な
っ
て
い
る
。

農
地
の
集
積
面
積
（
経
営

耕
地
面
積
＋
農
作
業
受
託
面

積
）
の
規
模
別
に
集
落
営
農

数
割
合
を
み
る
と
、
１０
㌶
未

満
が
２７
・
４
㌫
と
最
も
高
く
、

次
い
で
１０
〜
２０
㌶
が
２３
・
１

㌫
、
２０
〜
３０
㌶
が
１７
・
３
㌫

の
順
。

集
積
面
積
は
全
体
で
４８
・

２
万
㌶
と
な
り
、
０
・
９
万

㌶
減
っ
た
が
、
法
人
の
集
積

面
積
は
２０
・
６
万
㌶
で
１
・

５
万
㌶
増
え
た
。

集
落
営
農
の
活
動
内
容

（
複
数
回
答
）
は
、
「
機
械

の
共
同
所
有
・
共
同
利
用
」

が
８０
・
３
㌫
と
最
も
高
く
、

次
い
で
「
農
産
物
等
の
生
産

・
販
売
」
７６
・
９
㌫
、
「
作

付
地
の
団
地
化
な
ど
、
集
落

内
の
土
地
利
用
調
整
」
５６
・

６
㌫
の
順
。
法
人
で
は
、「
農

産
物
等
の
生
産
・
販
売
」
が

９８
・
９
㌫
と
最
も
高
く
、
次

い
で
「
機
械
の
共
同
所
有
・

共
同
利
用
」
が
８７
・
４
㌫
と

な
っ
て
い
る
。

Ｊ
Ａ
全
農
・
Ｊ
Ａ
バ
ン
ク

主
催
、
農
水
省
後
援
に
よ
る

第
１２
回
Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
国
産

農
畜
産
物
商
談
会
が
３
月
１４

〜
１５
日
、
都
内
で
開
催
さ
れ

た
。
開
拓
組
織
か
ら
２
農
協

１
生
産
法
人
が
出
展
。
そ
れ

ぞ
れ
ブ
ー
ス
（
小
区
画
）
を

構
え
、
地
場
の
農
畜
産
物
や

そ
の
加
工
品
の
安
全
性
・
魅

力
を
Ｐ
Ｒ
し
た
。

Ｊ
Ａ
グ
ル
ー
プ
は
、
担
い

手
・
生
産
部
会
へ
の
販
売
支

援
や
国
産
農
畜
産
物
の
販
売

力
強
化
の
一
環
と
し
て
、
毎

年
、
こ
の
時
期
に
同
商
談
会

を
開
催
し
て
い
る
。今
年
は
、

全
国
か
ら
農
協
や
農
業
生
産

法
人
な
ど
１
４
７
団
体
の
出

展
が
あ
っ
た
。

開
拓
組
織
か
ら
は
、
ゆ
う

き
青
森
農
協
が
黒
ニ
ン
ニ

ク
、
栃
木
県
開
拓
農
協
が
ホ

ウ
レ
ン
ソ
ウ
、
ト
マ
ト
な
ど

（
写
真
）
、
同
県
那
須
町
・

大
同
開
拓
の
㈲
那
須
高
原
今

牧
場
チ
ー
ズ
工
房
が
ナ
チ
ュ

ラ
ル
チ
ー
ズ
を
展
示
。
職
員

・
生
産
者
が
安
全
・
安
心
、

お
い
し
さ
を
来
場
者
に
ア
ピ

ー
ル
し
た
。

出
展
Ｐ
Ｒ
の
ほ
か
、
流
通

に
か
か
わ
る
セ
ミ
ナ
ー
な
ど

も
開
催
さ
れ
、
来
場
者
は
昨

年
を
上
回
る
５
２
０
０
人
余

り
に
の
ぼ
っ
た
。

元
全
開
連
代
表
理
事
会
長

の
小
川
寅
悦
氏
が
３
月
１８
日

逝
去
し
た
（
８８
歳
）
。

葬
儀
は
２２
日
、
青
森
県
上

北
郡
東
北
町
の
「
セ
レ
モ
ニ

ー
ホ
ー
ル
あ
ぐ
り
」
で
執
り

行
わ
れ
、
開
拓
関
係
者
ら
多

数
が
参
列
し
た
。

小
川
氏
は
１
９
５
６
（
昭

和
３１
）
年
、
東
北
町
・
北
栄

開
拓
に
入
植
し
、
酪
農
を
営

ん
だ
。

北
部
上
北
酪
農
協
組
合

長
、
ら
く
の
う
青
森
農
協
代

表
理
事
組
合
長
等
を
歴
任
し

て
、
０１（
平
成
１３
）年
１０
月
、

全
開
連
代
表
理
事
会
長
に
就

任
。同

会
長
を
０６
年
７
月
ま
で

務
め
た
ほ
か
、
全
日
本
開
拓

者
連
盟
及
び
全
国
開
拓
振
興

協
会
の
役
員
に
就
き
、
開
拓

組
織
・
営
農
の
発
展
に
尽
力

し
た
。

０６
年
、
秋
の
叙
勲
に
お
い

て「
旭
日
小
綬
章
」を
受
章
。

人
事
異
動

全
開
連

（
３
月
３１
日
付
）

退
職

新
田
和
（
管
理
部

・
岩
手
花
平
農
協
出
向
）
、

二
見
百
合
恵
（
管
理
部
電
算

室
）
、
秋
元
文
香
（
管
理
部

・
全
国
開
拓
振
興
協
会
出
向
）

（
４
月
１
日
付
）

▽
西
日
本
支
所
長
（
食
肉

営
業
部
長
）
磯
部
好
正
▽
東

日
本
支
所
長
（
西
日
本
支
所

長
）
南
村
輝
夫
▽
食
肉
営
業

部
長
（
東
日
本
支
所
長
）
小

宇
都
良
則
▽
事
業
推
進
部
長

・
審
議
役
（
同
部
長
・
考
査

役
）
臼
井
靖
彦
▽
食
肉
営
業

部
次
長
（
同
部
長
代
理
）
池

田
大
▽
同
部
長
代
理
（
同
調

査
役
）
長
谷
場
祐
輔
▽
西
日

本
支
所
神
戸
事
業
所
調
査
役

（
同
事
業
所
）
北
田
学
史
▽

管
理
部
電
算
室
調
査
役
（
同

電
算
室
）
高
田
瞬

採
用

門
脇
恵
太
（
管
理

部
）
、
蔵
田
雄
己
（
事
業
推

進
部
）
、
楠
瀬
陽
子
（
管
理

部
・
全
国
開
拓
振
興
協
会
出

向
）全

国
開
拓
振
興
協
会

（
４
月
１
日
付
）

開
拓
情
報
部
（
全
開
連
管

理
部
）
楠
瀬
陽
子

４
月
後
半
か
ら
６
月
中
旬

に
か
け
て
予
定
さ
れ
て
い

る
、
開
拓
組
織
及
び
関
係
機

関
・
団
体
の
主
な
行
事
は
次

の
と
お
り
。

４
月

１７
日

全
日
本
開
拓
者
連
盟

監
事
監
査

全
国
開
拓
振
興
協
会

監
事
監
査

１８
日

栃
木
県
開
拓
農
協
第

４９
回
通
常
総
会

２０
日

箒
根
酪
農
協
第
７０
回

通
常
総
会

５
月

１０
日

全
日
本
開
拓
者
連
盟

役
員
候
補
者
推
薦
会
議

・
中
央
常
任
委
員
会

全
国
開
拓
振
興
協
会

役
員
推
薦
委
員
会
・
理

事
会

１８
日

薩
州
開
拓
農
協
肉
牛

共
進
会
（
熊
本
）

２５
日

岩
手
花
平
農
協
第
５４

回
通
常
総
会

６
月

１４
日

全
開
連
理
事
会

全
国
開
拓
振
興
協
会

理
事
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

中
央
常
任
委
員

１５
日

全
国
開
拓
振
興
協
会

第
６
回
定
時
総
会

全
日
本
開
拓
者
連
盟

第
７３
回
通
常
総
会
・
政

策
要
望
打
ち
合
わ
せ
会

議
＊

＊

Ｇ
Ｍ
不
検
出
に
厳
格
化

国産農畜産物商談会に出展

開拓組織が３ブース

「
遺
伝
子
組
み
換
え
で
な
い
」表
示

消
費
者
庁
検
討
会
が
報
告
書

法
人
割
合
が
３３
・
８
％
に
上
昇

１８
年
集
落
営
農
実
態
調
査

元
全
開

連
会
長

小
川
寅
悦
氏
逝
去
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㈱
日
本
政
策
金
融
公
庫
は

こ
の
ほ
ど
、
「
１７
年
度
下
半

期
消
費
者
動
向
調
査
」
の
結

果
を
公
表
し
た
。
そ
れ
に
よ

る
と
、現
在
の
食
の
志
向
は
、

「
健
康
」の
割
合
が
減
少
し
、

経
済
性
や
簡
便
化
を
求
め
る

傾
向
が
強
ま
っ
て
い
る
。
ま

た
、
世
帯
構
成
で
志
向
に
差

が
あ
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

調
査
は
、
全
国
の
２０
〜
７０

代
の
男
女
各
１
０
０
０
人
を

対
象
に
実
施
し
た
。
現
在
の

食
の
志
向
に
つ
い
て
聞
い
た

と
こ
ろ（
２
つ
ま
で
）、「
健

康
志
向
」
「
経
済
性
志
向
」

「
簡
便
化
志
向
」
が
引
き
続

き
三
大
志
向
だ
っ
た
。
「
健

康
志
向
」
は
４２
・
９
㌫
で
前

回
調
査
（
１７
年
７
月
）
よ
り

１
・
７
㌽
低
下
、
「
経
済
性

志
向
」
は
３５
・
１
㌫
で
２
・

３
㌽
上
昇
、「
簡
便
化
志
向
」

は
３１
・
７
㌫
で
０
・
３
㌽
上

昇
と
い
う
結
果
に
な
っ
た

（
図
１
）
。

引
き
続
き
ト
ッ
プ
の
「
健

康
志
向
」
が
前
回
ま
で
の
上

昇
傾
向
か
ら
低
下
し
た
一

方
、低
下
傾
向
に
あ
っ
た「
経

済
性
志
向
」
が
上
昇
に
転
じ

た
。
「
簡
便
化
志
向
」
は
微

増
し
、過
去
最
高
と
な
っ
た
。

三
大
志
向
に
次
ぐ
「
安
全
志

向
」
は
２２
・
５
㌫
で
１
・
８

㌽
上
昇
し
た
。

世
帯
構
成
別
に
み
る
と
、

子
ど
も
（
２０
歳
未
満
）
の
い

な
い
世
帯
で
は
、
「
経
済
性

志
向
」
「
簡
便
化
志
向
」
を

除
く
す
べ
て
の
志
向
で
他
の

世
帯
よ
り
高
い
。
一
方
、
単

身
世
帯
で
は
、
「
経
済
性
志

向
」
「
簡
便
化
志
向
」
で
突

出
し
て
高
く
、
他
の
全
て
の

志
向
で
は
最
も
低
い
水
準
と

な
っ
て
い
る
。

国
産
食
品
と
輸
入
食
品
に

対
す
る
イ
メ
ー
ジ
を
聞
い
た

と
こ
ろ
、
国
産
食
品
は
「
高

い
」
が
７２
・
０
㌫
と
高
い
も

の
の
、
「
安
全
で
あ
る
」
が

７０
・
０
㌫
、
「
お
い
し
い
」

が
６２
・
９
㌫
と
評
価
さ
れ
て

い
る
。
一
方
、
輸
入
食
品
は

「
安
い
」
が
６７
・
４
㌫
と
多

く
、
「
安
全
で
あ
る
」
は
２

・
５
㌫
、
「
お
い
し
い
」
は

５
・
３
㌫
と
な
っ
て
い
る
。

「
安
全
面
に
問
題
が
あ
る
」

が
４１
・
９
㌫
と
依
然
と
し
て

高
い
も
の
の
、
５
半
期
連
続

で
低
下
し
て
お
り
、
イ
メ
ー

ジ
の
変
化
が
み
ら
れ
る
。

輸
入
食
品
と
比
べ
、
ど
の

く
ら
い
の
価
格
レ
ベ
ル
ま
で

な
ら
国
産
食
品
を
選
ぶ
か

（
価
格
許
容
度
）
を
聞
い
た

と
こ
ろ
、
「
３
割
高
を
超
え

る
価
格
で
も
国
産
品
を
選

ぶ
」
は
１８
・
２
㌫
で
前
回
よ

り
低
下
し
、
「
３
割
高
ま
で

な
ら
」
が
９
・
４
㌫
、
「
２

割
高
ま
で
な
ら
」
が
１８
・
０

㌫
、
「
１
割
高
ま
で
な
ら
」

が
１８
・
２
㌫
と
い
ず
れ
も
上

昇
。
こ
れ
ら
四
つ
を
合
計
し

た「
割
高
で
も
国
産
を
選
ぶ
」

は
６３
・
９
㌫
で
前
回
と
同
じ

値
と
な
っ
た
。品
目
別
で「
割

高
で
も
国
産
を
選
ぶ
」
割
合

が
高
か
っ
た
の
は
、
米
の
７６

・
３
㌫
、
野
菜
の
６９
・
４
㌫

だ
っ
た
（
図
２
）
。

世
帯
構
成
別
に
み
る
と
、

「
割
高
で
も
国
産
を
選
ぶ
」と

回
答
し
た
割
合
は
、
子
供
の

い
な
い
世
帯（
６５
・
６
㌫
）、

子
供
の
い
る
世
帯
（
６４
・
１

㌫
）
、
単
身
世
帯
（
５５
・
７

㌫
）
の
順
と
な
っ
た
。

品
目
別
に
見
る
と
、
子
供

の
い
る
世
帯
と
い
な
い
世
帯

が「
割
高
で
も
国
産
を
選
ぶ
」

割
合
が
、
単
身
世
帯
よ
り
も

１０
㌽
前
後
高
い
と
い
う
の
が

全
品
目
に
共
通
し
た
傾
向
と

な
っ
て
い
る
。

子
供
の
い
る
世
帯
と
い
な

い
世
帯
と
を
比
べ
る
と
、「
割

高
で
も
国
産
を
選
ぶ
」
割
合

は
総
じ
て
両
者
が
拮
抗
し
て

い
る
も
の
の
、
牛
肉
と
豚
肉

で
は
子
供
の
い
な
い
世
帯
が

４
㌽
程
度
上
回
っ
て
い
る
の

が
特
徴
。
米
は
全
品
目
の
中

で
唯
一
、
子
供
の
い
る
世
帯

が
上
回
る
結
果
と
な
っ
た
。

消
費
者
庁
は
３
月
２７
日
、

「
食
品
ロ
ス
削
減
の
周
知
及

び
実
践
状
況
に
関
す
る
調

査
」
の
結
果
を
公
表
し
た
。

食
品
ロ
ス
問
題
の
認
知
度
が

向
上
し
、
ロ
ス
を
減
ら
す
た

め
の
取
り
組
み
が
増
加
し
て

い
る
。
た
だ
、
２０
代
で
は
認

知
度
が
低
く
、
今
後
の
取
り

組
み
に
も
消
極
的
な
割
合
が

高
か
っ
た
。

食
べ
ら
れ
る
の
に
廃
棄
さ

れ
る
食
品
ロ
ス
は
、
食
料
資

源
の
浪
費
や
環
境
へ
の
負
荷

な
ど
の
観
点
か
ら
問
題
と
な

っ
て
い
る
。
日
本
は
、
食
料

の
多
く
を
輸
入
に
頼
っ
て
い

る
に
も
か
か
わ
ら
ず
、
農
水

省
・
環
境
省
の
推
計
で
年
間

約
６
２
１
万
㌧
に
の
ぼ
る
食

品
ロ
ス
が
発
生
し
て
い
る
。

同
調
査
は
、
全
国
の
満
１８

歳
以
上
の
男
女
３
０
０
０
人

（
男
性
１
４
４
３
人
、
女
性

１
５
５
７
人
）
を
対
象
に
実

施
。
食
品
ロ
ス
の
問
題
を
知

っ
て
い
る
か
聞
い
た
と
こ

ろ
、
「
知
っ
て
い
る
」
が
７３

・
４
㌫
（
「
よ
く
知
っ
て
い

る
」
１６
・
９
㌫
＋
「
あ
る
程

度
知
っ
て
い
る
」
５６
・
６

㌫
）
。
一
方
、
「
知
ら
な
い
」

は
２６
・
６
㌫
（
「
あ
ま
り
知

ら
な
い
」
１８
・
５
㌫
＋
「
全

く
知
ら
な
い
」８
・
１
㌫
）。

１６
年
度
の
調
査
結
果
に
比

べ
、
「
知
っ
て
い
る
」
と
回

答
し
た
人
の
割
合
が
８
・
０

㌽
上
昇
し
た
。

食
品
ロ
ス
問
題
の
認
知
度

を
年
代
別
に
集
計
し
た
と
こ

ろ
、
「
知
っ
て
い
る
」
の
割

合
が
最
も
高
か
っ
た
年
代
は

７０
代
以
上
で
８５
・
７
㌫（「
よ

く
知
っ
て
い
る
」
２３
・
５
㌫

＋「
あ
る
程
度
知
っ
て
い
る
」

６２
・
３
㌫
）
。
「
知
ら
な
い
」

が
最
も
高
か
っ
た
年
代
は
２０

代
で
４３
・
０
㌫
（
「
あ
ま
り

知
ら
な
い
」２３
・
８
㌫
＋「
全

く
知
ら
な
い
」
１９
・
２
㌫
）

と
な
っ
て
い
る
。

食
品
ロ
ス
を
減
ら
す
た
め

の
取
り
組
み
は
、
「
残
さ
ず

に
食
べ
る
」
が
６９
・
７
㌫
と

最
も
多
く
、
次
い
で
「
賞
味

期
限
を
過
ぎ
て
も
す
ぐ
に
捨

て
る
の
で
は
な
く
、
自
分
で

食
べ
ら
れ
る
か
判
断
す
る
」

が
５１
・
３
㌫
。
「
取
り
組
ん

で
い
る
こ
と
は
な
い
」
は
８

・
３
㌫
に
と
ど
ま
っ
て
い
る
。

１６
年
度
に
比
べ
、
「
料
理
を

作
り
過
ぎ
な
い
」
「
残
っ
た

料
理
を
別
の
料
理
に
作
り
替

え
る
」
を
除
く
取
り
組
み
で

割
合
が
増
加
し
て
い
る
。

食
品
ロ
ス
問
題
を
認
知
し

て
ロ
ス
削
減
に
取
り
組
む
人

の
割
合
を
集
計
し
た
と
こ

ろ
、
問
題
を「
知
っ
て
い
る
」

と
回
答
し
、
「
取
り
組
み
を

行
っ
て
い
る
」
は
７１
・
８
㌫

と
な
っ
て
い
る
（
図
）
。

食
品
ロ
ス
を
減
ら
す
た
め

の
今
後
の
取
り
組
み
に
つ
い

て
は
、
「
積
極
的
に
取
り
組

ん
で
い
き
た
い
」
が
５８
・
３

㌫
と
最
も
多
く
、次
い
で「
気

が
つ
い
た
と
き
に
取
り
組
ん

で
い
き
た
い
」が
３５
・
１
㌫
。

「
積
極
的
に
取
り
組
ん
で
い

き
た
い
」
が
最
も
多
か
っ
た

年
代
は
７０
代
以
上
で
７０
・
３

㌫
。
一
方
、
「
取
り
組
ま
な

い
」
が
最
も
多
か
っ
た
年
代

は
２０
代
で
１６
・
３
㌫
と
な
っ

て
い
る
。

総
務
省
が
こ
の
ほ
ど
公
表

し
た
「
地
域
お
こ
し
協
力
隊

の
活
動
状
況
」
に
よ
る
と
、

１７
年
度
の
隊
員
数
は
４
８
３

０
名
で
前
年
度
か
ら
８
５
２

人
（
２１
・
４
㌫
）
増
え
た
。

「
地
域
お
こ
し
協
力
隊
」

は
０９
年
に
制
度
が
創
設
さ

れ
、
９
年
目
。
都
市
地
域
か

ら
過
疎
地
域
等
の
条
件
不
利

地
域
に
移
住
し
た
者
を
自
治

体
が
隊
員
と
し
て
委
嘱
。
一

定
期
間
、地
域
に
居
住
し
て
、

地
域
ブ
ラ
ン
ド
や
地
場
産
品

の
開
発
・
販
売
・
Ｐ
Ｒ
等
の

地
域
お
こ
し
の
支
援
や
、
農

業
へ
の
従
事
、
住
民
の
生
活

支
援
な
ど
の
「
地
域
協
力
活

動
」
を
行
い
な
が
ら
、
そ
の

地
域
へ
の
定
住
・
定
着
を
図

る
取
り
組
み
。
同
省
が
自
治

体
に
対
し
、
隊
員
の
活
動
に

要
す
る
経
費
な
ど
を
財
政
支

援
し
て
い
る
。

隊
員
の
う
ち
、
２０
代
が
３３

・
３
㌫
、
３０
代
が
３８
・
３
㌫

と
若
い
世
代
が
約
７
割
を
占

め
て
い
る
。
ま
た
、
女
性
の

割
合
は
３８
・
４
㌫
と
な
っ
て

い
る
。

受
入
自
治
体
数
は
９
９
７

（
１２
道
府
県
と
９
８
５
市
町

村
）
で
、
１
１
１
増
え
た
。

都
道
府
県
別
に
み
る
と
、
北

海
道
６
０
２
人
、
長
野
３
８

５
人
、
島
根
２
２
７
人
の
順

に
多
い
。

農
水
省
は
こ
の
ほ
ど
、
農

業
現
場
で
の
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど

の
知
的
財
産
の
管
理
に
関
す

る
ア
ン
ケ
ー
ト
結
果
を
公
表

し
た
。
ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
を
知

的
財
産
と
し
て
管
理
し
て
い

な
い
農
業
者
が
約
８
割
に
の

ぼ
る
こ
と
が
分
か
っ
た
。

農
業
者
が
有
す
る
農
産
物

の
生
産
方
法
に
関
す
る
ノ
ウ

ハ
ウ
な
ど
は
、
高
品
質
な
農

作
物
の
生
産
を
支
え
る
重
要

な
財
産
で
あ
り
、
流
出
し
な

い
よ
う
管
理
す
る
こ
と
が
重

要
と
な
っ
て
い
る
。

ア
ン
ケ
ー
ト
は
、
知

的
財
産
の
管
理
の
実

態
を
把
握
す
る
た
め

に
実
施
。
２
７
７
人

の
個
人
農
業
者
と
２９

の
農
業
法
人
が
回
答

し
た
。

・
「
ど
の
よ
う
な
も

の
を
ノ
ウ
ハ
ウ
と
し

て
認
識
し
て
い
る

か
」
に
は
、
農
産
物

の
生
産
方
法
に
関
し

て
、
多
く
の
農
業
者

が
「
他
人
に
知
ら
れ

た
く
な
い
ノ
ウ
ハ
ウ

を
有
し
て
い
る
」
と
回
答
。

特
に
「
土
づ
く
り
の
手
法
」

が
２９
㌫
、
「
施
肥
の
手
法
」

が
２６
㌫
と
多
か
っ
た
。

・
「
ど
の
よ
う
に
ノ
ウ
ハ
ウ

を
獲
得
し
て
い
る
か
」に
は
、

「
自
ら
の
努
力
で
獲
得
」
が

５１
㌫
、
次
い
で
「
第
三
者
か

ら
の
習
得
・
譲
渡
」が
２９
㌫
。

保
有
す
る
ノ
ウ
ハ
ウ
の
多
く

は
、
農
業
者
自
ら
努
力
し
て

獲
得
し
て
い
る
。

・
「
ど
の
範
囲
ま
で
ノ
ウ
ハ

ウ
を
共
有
し
て
い
る
か
」
に

は
、
「
地
域
内
の
農

業
従
事
者
に
教
え
て

い
る
」
が
４７
㌫
と
際

立
っ
て
多
く
、
次
い

で
「
家
族
・
雇
用
者

の
特
定
の
者
の
み
し

か
知
ら
な
い
」
な
ど

が
１３
㌫
。
地
域
内
で

ノ
ウ
ハ
ウ
が
共
有
さ

れ
て
い
る
。

・
「
ノ
ウ
ハ
ウ
が
知

的
財
産
的
価
値
を
有

す
る
可
能
性
が
あ
る

こ
と
を
認
識
し
て
い

る
か
」
に
は
、
「
認

識
し
て
い
る
」
が
４１

㌫
だ
っ
た
。
一
方
、
「
ノ
ウ

ハ
ウ
を
管
理
し
て
い
る
か
」

に
は
、
８２
㌫
が
「
管
理
し
て

い
な
い
」
と
回
答
し
、
「
管

理
し
て
い
る
」
は
８
㌫
に
と

ど
ま
っ
た
。

同
省
は
、
ア
ン
ケ
ー
ト
結

果
に
基
づ
き
、
生
産
技
術
や

ノ
ウ
ハ
ウ
な
ど
の
知
的
財
産

と
し
て
の
価
値
や
重
要
性
を

農
業
者
・
関
係
者
に
普
及
・

啓
発
す
る
た
め
の
パ
ン
フ
レ

ッ
ト
を
作
成
し
、
ホ
ー
ム
ペ

ー
ジ
に
公
開
し
た
。

食
の
志
向「
経
済
性
」が
上
昇

日本公庫

１７
年
度
下
半
期
消
費
者
動
向
調
査

生産ノウハウ管理１割未満
農業分野の知的財産アンケート

認
知
度
増
加
も
世
代
間
で
差

食
品
ロ
ス
削
減
の
周
知
・
実
践
状
況
調
査

地
域
お
こ
し
協
力
隊
８５２
人
増

１７
年
度
の
活
動
状
況
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リンゴの日焼け果は、果実表面温度
が極端に高くなることによって起こ
り、可販果の減収につながる。温暖化
の影響により気温上昇が進むと、今後、
全国的に発生が多くなることが心配さ
れる。
富山県農林水産総合技術センター園
芸研究所果樹研究センターは、単管パ
イプ、細霧ノズル、支柱等からなる細
霧冷房装置（図）を導入することで、
樹冠内気温・果実表面温度を低下させ、
日焼け果の発生を軽減する技術を開発
した。
試験は、同センター内ほ場で実施。
供試樹は、品種「ふじ」の２７年生わい
性台木樹とし、細霧区と無処理区を５
樹ずつ設けた。
細かい粒子の水道水を吐出する細霧
ノズルを１ａ当たり３２個、高さ３ｍに

設置。自動かん水タイマーバルブを用
いて、７～９月までの期間、細霧の影
響を受けない樹体周囲の気温が３０℃以
上になると細霧装置が作動するよう設
定。細霧処理規模は２ａ、間隔は３０秒
噴霧、３０秒停止とした。
樹冠内部の地上１．５ｍに温度計を設

置し、１０分おきに測定。また、測定器
を高さ約２ｍに結実している果実に貼
り付け１０分おきに表面温度を測った。
収穫は１１～１２月に行い、日焼け果の
有無を目視で確認した。収穫した正常
果の果実品質も調べた。
試験期間中に、ほ場付近のアメダス
が最高気温３０℃以上を記録した日数は
２６日で、延べ作動時間は２８３．２時間、１
日の最多作動時間は１１．８時間だった。
気温３０℃を超えた２６日間の樹冠内平
均気温は、細霧区が無処理区より０．５℃

低い２８．９℃。果実表
面温度の平均は、細
霧区が１．８℃ 低 い
２９．２℃となった。
日焼け果発生率

は、細霧区１２．７％、
無処理区３２．７％とな
り、半分以下まで減
少した。果実品質は、
両区で差はみられな
かった。
試験結果により、

３０℃以上での細霧処理が果実表面温度
を低下させ、日焼け果発生率を軽減す
る効果があると考えられた。
さらに、「ふじ」のわい化栽培をモ
デルに、既存支柱を利用した１０ａ当た
りの費用対効果を試算。同装置の設置
経費は４７万３２８０円。耐用年数を５年と
した場合、１年間の必要経費は１１万
２２７３円となる（設備９万４６５６円、水道１
万７６１７円）。一方、日焼け果発生の軽
減による収入増加額が１４万２６６８円とな
り、費用対効果は３万３９５円と試算され
た（表）。

同センターは今後、同技術のマニュ
アルを作成し、普及に乗り出す予定と
している。

カラスによる農作物の被害金額は鳥
類の中で最も多い。様々な作物を食害
することから、汎用的かつ簡易な対策
が望まれる。
農研機構中央農業研究センターは、
これまで開発した鳥害対策技術をまと
めたパンフレット増補改訂版を公開し
た。
その中から、本紙第６５５号に掲載した
果樹園のカラス対策「くぐれんテグス

君」と同様に、ハクサイやスイカなど
被害の多い畑で効果的な「畑作テグス
君」の設置方法を紹介する。
ほ場上面を１ｍ間隔、側面を２５cm

間隔で張る全体構造で、必要時に短時
間で設置及び回収して再利用が可能と
なっている。

資材と工具

・農業用支柱：径１６mm×１２００mm

・パッカー：径１６mm用
・テグス（釣り用ナイロンテグス透
明）：太さ０．５２mm（１０号）～０．７４mm
（２０号）
・工具：打ち込み用ハンマー

設置手順

①テグスと平行になる２辺に５ｍ間
隔、残る２辺に１ｍ間隔で農業用支柱
を立てる。テグスが垂れ下がらないよ
うに、張る長さが３０ｍ以内になるよう
に方向を決める。
支柱を深く打ち込むと回収が大変な
ため、しっかり自立すれば十分。１．２ｍ
の支柱を深さ２０cm 程度まで打ち込
む。

②天井部のテグスを１ｍの高さに１
ｍ間隔で張ってパッカーで止める。巻
き芯にドライバーなどを差し込むと容
易に張ることが可能。テグスは切らず
に「一筆書き」方式で張ると楽に作業
できる。
側面のテグスと二重に張る部分が少
なくなるように、天井部のテグスは１
本内側から張り始めると良い（図）。
③側面のテグスを地上高２５cm、５０

cm、７５cm、１ｍの４段に張る。パッカ
ーは、５ｍおきに４段で止める。

資材費と作業時間

費用は、１０ａ当たり約１．７万円。内訳
は、農業用支柱が７８本で７８００円、パッ
カーが１５９個で３９７５円、テグスが１４９７ｍ
で５１００円となっている。
１０ａ当たりの２名での作業時間は、
設置が１時間半～２時間、回収が１～
１時間半。
テグスはペットボトルなどに巻き取
って回収し、再び張る時に口に適当な
長さと太さの棒を差し込むと繰り出し
が容易になる。
同パンフレットは、同センター鳥獣
害グループホームページで公開してい
る。http : //www.naro.affrc.go.jp/
org/narc/chougai/

農研機構革新工学センターは民間企
業２社と共同で、主にキャベツを対象
とした、畝立てと同時に生育上効果的
な位置へ施肥できる野菜用高速局所施
肥機を開発した。
キャベツ生産地で一般的に普及して
いる、接地輪により施肥ロールの回転
を制御する畝立て同時局所施肥機は、
土壌条件やほ場の傾斜の影
響により接地輪の回転にム
ラが生じて施肥量のバラつ
きが生じやすい。また、作
物の初期生育の確保を目的
として畝上面に散布される肥料が風雨
により流れてしまうなどの問題を抱え
ている。
◯開発機は３条用で、条間４５㎝仕様
と６０㎝仕様がある。利用前には、ロー
タリ耕うんを行う必要がある。速度は
最大１．４ｍ／秒。ＧＮＳＳセンサ（衛星

測位システム）で車速を得るとともに、
傾斜角度センサでほ場の傾斜を計測
し、施肥コントローラで肥料操出用の
モータの回転数を制御する。
◯作溝した溝底へ下層の施肥を行

い、土を寄せながら上層への施肥（約
３～８㎝、セル苗／地床苗により深さ
を変更）を行う。上層施肥は初期生育

用、下層施肥は中・後期用で、上層施
肥量は総施肥量の１割程度となってい
る。また、上層も畝内に施肥すること
により、肥料流出を防ぐことができる。
◯平均傾斜角度７°のほ場におい

て、作業速度０．７～１．４ｍ／秒の範囲で
傾斜の上下方向に作業を行った場合、

設定繰出量に対する開発機の
平均誤差が、上層で０．１～
１．６％、下層で０．４～２．８％。従
来機の平均誤差５％と比較し
て、高精度であることが確認

されている。
同センターは今後、耐久性など量
産化に向けた検討を行い、共同研究
の民間企業が今年度中に市販化を予
定している。また、キャベツ以外の
葉茎菜類への適用性についても調査
を行うとしている。

※農研機構革新工学センター提供

二段施肥位置と成形畝

図 細霧冷房装置の設置例
（わい化栽培、樹間５ｍ、列間５ｍ）

図 天井部テグスの張り方

※農研機構中央農業研究センター
パンフレットより

富山県農林水産総合技術センター
園芸研究所果樹研究センター

リンゴ 細霧冷房で日焼け果対策
発生率半減で所得増加と試算

農研機構中央農業研究センター

畑に短時間で設置、再利用可能畑に短時間で設置、再利用可能
テグス使いカラス被害防ぐ

野菜用新型
高速施肥機畝立て・施肥同時に

傾斜ほ場でも高精度
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春を迎え、飼料用トウモロコシの播
種が始まる。外来雑草の繁茂などによ
る減収や品質低下を防止するため、栽
培のポイントをまとめた。
播種前の砕土及び整地をしっかり行
う。均平な播種床を造成するため、ロ
ータリ耕はゆっくりと進める。
播種時の作業スピードを上げると欠
株が生じ、不揃いとなる。播種後、軽
く鎮圧すると発芽が揃いやすい。密植
しすぎると、雌穂が小さくなりＴＤＮ
含量が低下する上、茎も細くなり倒伏
しやすくなるため、各品種に適した密
度とする。
播種後は可能な限りこまめに生育を
確認する。湿害に弱いため、大雨や長
雨時は、排水溝がふさがっていないか
確認する。
葉が黄化している場合は、窒素の欠
乏が疑われるので、葉色や生育具合を
確認しながら量を調節し追肥を行う。
追肥は４～５葉期に行い、７～８葉期
に間に合うようにする。

外来雑草は、一度発生すると根や種
子の分散によって著しく繁殖するた
め、早期発見し、発生の少ないうちに
対処することが重要。混入して摂取す
ると、中毒を起こすことがある。
防除は、播種後の土壌処理が基本と
なる。除草剤をしっかり効かせるため
に、砕土・鎮圧を念入りに行う。また、
同じ剤を使用し続けると、抵抗性のあ
る雑草が増えることがあるので注意す
る。主なものの特徴や対策は、以下の
とおり。
◯イチビ：独特な不快臭がするの

で、サイレージなどへ混入すると嗜好
性が著しく低下する。土中の種子は長
期間生存し、出芽も播種期～収穫期近
くまで続くため、土壌処理剤の効果が
切れてから出芽してくるものについて
は、茎葉処理剤を散布する。
◯アレチウリ：茎はツル性で、多く
の分枝を出しながら５～１０ｍ伸長す
る。秋ごろまで発生が続き、侵入され
ると収穫がほとんどなくなることもあ

る。特に、周縁部から畑への侵入には
注意する。茎葉処理剤を散布して防除
する。
◯ワルナスビ：有毒で強い繁殖力を
持つため、根絶が難しい。地下茎の切

断根から萌芽し、ロータリなどの作業
機を介して畑に拡散する危険があるた
め、作業機の洗浄を心がける。侵入初
期に根ごと手で引き抜くことが重要と
なる。

乳牛は、第１胃内の異常発酵による
潜在性ルーメンアシドーシス（ＳＡＲ
Ａ）が生産性低下の要因となっている。
ＳＡＲＡの予防には、重曹の給与が効
果的だが、牛の嗜好性は悪い。
長野県畜産試験場は、重曹・塩を１：
１で混合し濃厚飼料に添加すること
で、第１胃液ｐＨが安定し、ＳＡＲＡ
の予防に有効であることを示した。
重曹・塩混合物（以下、混合物）の
嗜好性を調べたところ、重曹割合が
４４％の時、最も摂取した。５０％（１：
１）でもほぼ同等量の摂取をしたため、
農家で調整しやすいと思われる同量混
合物を試験の材料とした。なお、重曹
は炭酸水素ナトリウム９９．０％のものを
使用した。
調査１
泌乳中後期における混合物の第１胃
内発酵の調整効果を調査した。市販配
合飼料の給与量を一定にし、フィステ
ルを装着した泌乳中期のホルスタイン
種２頭（分娩後１２９日及び１１８日）を対
象に行った。
混合物の添加方法は、１日５回（8：

３０、9：３０、１４：００、１７：００、１８：３０）
の濃厚飼料給与時にふりかける（トッ
プドレス）方式とした。添加区（１００ｇ、

５０ｇ）と無添加区を７日間ずつ反転さ
せ、第１胃液ｐＨ（以下、ｐＨ）を１０
分間隔で連続測定し、３０分単位の平均
値を比較した。なお、添加した期間で
は鉱塩は除去した。
１００ｇ添加した期間におけるｐＨの
日内変動の７日間平均は、ＳＡＲＡの
基準である５．８以下にならなかった
（図）。一方、添加量を５０ｇにすると、
無添加区と同様に推移し、５．８以下とな
る時間が確認された。
乳量、乾物摂取量の結果には、大き
な差は認められなかった。
調査２
分娩後の急激な乳量の増加にともな
う栄養要求量に合わせた飼料増給時期
の、分離給与における効果を調査した。
添加区・無添加区には、ホルスタイ
ン種を１頭ずつ供試。市販配合飼料の
給与量を分娩後５日目から７００ｇ／日
増給し、混合物添加の影響を検討した。
添加方法及びｐＨの測定方法は、調
査１と同様。添加区では、分娩予定の
２週間前から分娩後２１日目まで添加を
行った。添加量は１００ｇ／回とし、１日
に４回給餌（8：３０、9：３０、１７：００、
１８：３０）とした。
添加区の分娩後３日目以降のｐＨ

は、１２～１５日目に５．８
を下回る時間帯があ
ったものの、無添加
区より安定して推移
した。
分娩後の乳量は無
添加区より大きな変
動はなく安定して増
加し、乾物摂取量も
安定して推移した。
以上の調査より、
飼料給与時に混合物
を１００ｇ添加することで、泌乳中後期は
ｐＨを５．８以上に保ち、分娩後では安定
して推移する可能性が示された。
同試験で使用した混合物の１日当た
りコストを、１日５回１００ｇずつ給与す
る場合で算出したところ、価格は４１．３
円となった。
同試験場は、利用上の留意点として、
重曹及び塩は飼料添加物（Ａ飼料）の

ものを使用し、混合物は吸湿性が高い
ため、ビニール袋などで密閉して保存
することを挙げている。また、この成
績は、１回当たりの濃厚飼料給与量を
泌乳中後期では３㎏、分娩後では最高
約４．５㎏として実施した結果であり、飼
料の種類や給与方法、季節的変動など
で効果が変わる可能性があるとしてい
る。

出生直後は、免疫機能の獲得や第
１胃の発育など、基礎を確立するた
めに重要な時期となる。出生後～哺
乳期の管理の注意点を紹介する。
初乳の吸収効率は時間の経過とと
もに低下する。そのため、生後は可
能な限り早く、遅くても６時間以内
には１回目（２リットル以上）、そ
の後１２時間以内に２回目（２リット
ル）を飲ませる。
母牛が血乳や乳房炎などのとき

は、冷凍初乳や初乳製剤を利用する。
冷凍初乳の保存期限は半年程度と
し、解凍する際の湯温が６０℃以上だ
と変性してしまうため注意する。
初乳を飲めない場合、ストマック
チューブを用いて強制的に哺乳する
必要があるが、動いて食道や喉を傷

つけないように、両足で子牛を挟みこ
むなど、しっかり保定して行う。
生後２～３日程度経過後からスター
ターの給与を開始する。人工哺乳は朝
夕２回に分けて行い、１日当たり４リ
ットルを目安とする。
スターターの摂取量が、３日連続で
１日当たり１㎏以上になったら離乳さ
せる。また、生後５週目の段階でスタ
ーターの食い込みが悪い場合は、ミル
クを減らして採食を促す。
水分補給はスターターを十分に食べ
させるために重要なものの、ミルクと
水（ぬるま湯）の同時摂取は消化吸収
の妨げとなるため、ミルク給与後３０分
以上の間隔を空けてから与える。牛舎
内は、乾燥を保ち、新鮮な空気・水を
提供する。

農水省はこのほど、「牛乳乳製品統
計（１７年基礎調査）」の結果を公表し
た。１７年１２月３１日時点の牛乳処理場及
び乳製品工場数は、前年と同数の５７５工
場となった。
同省は、生産取り止めや廃業があっ
たものの、新設や再開もあり、全体で

変化はなかったとしている。
乳製品工場は、前年より９工場減少
し１４７工場。規模別にみると、１日当た
り処理量２ｔ以上が５工場減少し４０工
場、２ｔ未満が４工場減少し１０７工場だ
った。
牛乳処理場は、１０工場増加し３７８工

場。１日当たり処理量２ｔ以上が１工
場増加し１９７工場、２ｔ未満は９工場増
加し１８１工場となった。

冷凍初乳解凍時は温度に注意外来雑草の早期発見・防除を
乳子牛出生後～哺乳期の管理

トウモロコシ栽培のポイント

長野県畜産試験場
乳牛重曹・塩の混合物を飼料に１００ｇ添加

アシドーシス予防に有効

乳製品工場数が９減少
１７年牛乳乳製品基礎調査
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牛肉の味に特徴が
付与できれば、消費
者の購入意欲の増加
にもつながる。味の
評価を高める手法と
して、呈味成分量（遊
離アミノ酸など）を
増加させることが挙
げられる。
新潟県農業総合研
究所畜産研究センタ
ーは、黒毛和種去勢
牛の出荷７日前から
添加物であるＬ―リ
ジン飼料を配合飼料
と混合給与すること
で、ウチモモ中の遊
離アミノ酸含量が高
まることを明らかに
した。
試験には、平均月
齢２８ヵ月の黒毛和種去勢牛８頭（リジ
ン区４頭、対照区４頭）を供試した。
リジン区には、出荷７～４日前にリジ
ン要求量の２倍量である１８２ｇ（９１ｇ×
２回／日）、３～１日前に同３倍量の
２７３ｇ（１３６．５ｇ×２回／日）のＬ―リジ

ン飼料を配合飼料と混合給与し、出荷
日には２７３ｇを経口投与した。両区と
も、試験期間中は肥育後期用の市販配
合飼料と乾燥稲わらを給与した。
飼料摂取量は、両区とも差はなく、
平均で１０．４㎏／日となった。出荷時体

重及び枝肉成績の平
均は、ほぼ同等だっ
た。
供試牛のウチモモ
を３～４℃下で熟成
し、７、１４、２８日目
に肉中の遊離アミノ
酸含量を調べた。甘
味系は熟成７、１４日
目にリジン区で有意
に高かった。苦味系
は、全期間でリジン
区が高かったもの
の、有意差はなかっ
た。甘味・苦味の合
計では７、１４日目で
有意に高かった。
オレイン酸の割合
をみると、７日目に
リジン区が有意に高かった（図１）。
１４、２８日目も、リジン区が高かったも
のの、有意差はなかった。
同センター職員２２人を対象に、熟成
７日目のウチモモで作ったスープにつ
いて分析型官能評価を行ったところ、
味の濃さと旨味について、対照区より
有意に高く、強く感じられるというこ
とが示された（図２）。リジン区のスー
プ中遊離アミノ酸濃度を調べると、グ
ルタミン酸が１．５３倍、総アミノ酸含量
が１．３８倍だった。
同様に、同センター職員２１人を対象
に、熟成７日目のウチモモを電子レン
ジで加熱調理し、食べ比べを行った。
見た目や価格が同じ場合に、どちらを

購入したいか聞いたところ、１５人がリ
ジン区と答えた。
以上より、出荷前に同飼料を給与す
ることで、旨味や味の濃さなどを特徴
とする牛肉の生産に寄与すると期待で
きることが示された。
試験で用いた同飼料の購入価格は、
約９０００円／２５㎏で、給与を行う８日間
の経費は１頭当たり約５５０円と試算さ
れた。
同センターは留意点として、同飼料
は特異な臭いがあり、味も苦いため、
牛の嗜好性は悪いことを挙げている。
これには、事前の馴致や嗜好性の良い
ものと混ぜて与えるなど、確実に給与
する必要があるとしている。

春から梅雨にかけて、皮膚糸状菌症
（白癬症）が多くなる。多頭飼育を行
っている場合、牛舎内にまん延するこ
ともある。
同症の主な原因は白癬菌（カビ）で、
ストレスや栄養不良により免疫力の低
下した子牛に多く発生する傾向があ
る。
感染牛は、目の周囲、耳、頸部など
が脱毛し、患部をこすりつける行動を

起こす。
移動、群編成、換気不足など子牛が
ストレスを感じる場面は多く、適切な
温度管理や密飼いになり過ぎないよう
にし、飼養環境の改善に努める。
多くは数ヵ月で自然治癒するもの

の、感染牛を早期に発見し治療するこ
とが望ましい。目の周りが禿げている
場合、抗真菌剤や希釈した消毒薬を塗
ると効果がみられる。

農畜産業振興機構はこのほど、１８年
度の肉用牛肥育経営安定特別対策事業

（牛マルキン）の肥育牛１頭当たり生
産者積立金額を発表した。肉専用種が

５０００円（前年度比１０００円減）、交雑種が
１万３０００円（６０００円減）、乳用種が１万
１０００円（１万１０００円減）となった。
積立金額は、前年度に続き全畜種で
引き下げられた。
なお、１８年２月分は交雑種と乳用種

で補てん（概算払）が行われる。
補てん金単価は、交雑種が６万８３００
円、乳用種が２万７７００円で、前月より
それぞれ２万２２００円、２７００円の増加と
なった。

注１ †：Ｐ＜０．１０
注２ データは、平均値±標準誤差（ｎ＝４）
注３ オレイン酸割合は、ミリスチン酸、ミリストレ

イン酸、パルミチン酸、パルミトレイン酸、ス
テアリン酸、オレイン酸、リノール酸、リノレ
ン酸の合計を１００％とした時の割合

注１ 試験区の牛肉スープ中遊離アミノ酸
濃度（合計）は対照区の１３８％

注２ 対照区の評点を０とした時のリジン区の評価評
点が多いほど強度が高い

注３ **：Ｐ＜０．０１
注４ ｎ＝２２

（一社）日本家畜人
工授精師協会はこのほ
ど、「乳用牛への黒毛
和種の交配状況（１７年
１０～１２月）」を公表し
た。黒毛和種を交配し
た割合は、全国で
３２．５％（前期比２．４㌽
減、前年同期比１．２㌽
減）となった。
延べ人工授精頭数の約８割を占める
北海道の黒毛和種交配率は、２０．７％
（１．８㌽減、０．３㌽減）、都府県では４６．６％
（３．０㌽減、２．２㌽減）と、ともに減少。
延べ人工授精頭数は、北海道で２６万

１８６４頭（２．４％増、１．１％増）、都府県で
は前年同期より大きく伸び５万９９４６頭
（３．０％減、１７．３％増）だった。
一方、性判別精液利用の割合は全国
で１３．６％（０．８㌽増、３．６㌽増）と、初め
て１３％を超えた。

い け だ け ん た

池田 健太
栃木県開拓農協
栃木県

開拓組織に加わ
った新人職員を紹
介します。若い力
で組織を盛り上げ
てくれることを期
待します。（上段・
名前、中段・組織
名、下段・出身地）

な か や ま りょう こ

中山 喬子
開拓ながさき農協

熊本県

く ら た ゆ う き

蔵田 雄己
全開連
広島県

か ど わ き け い た

門脇 恵太
全開連
秋田県

く す の せ よ う こ

楠瀬 陽子
全国開拓振興協会
神奈川県
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黒毛去勢 出荷７日前からＬ―リジン飼料給与
旨味・味の濃さの特徴付けに期待

図１ ウチモモ中オレイン酸割合と熟成の変化

オ
レ
イ
ン
酸
割
合

（
％
）

図２ 牛肉スープの分析型官能評価

皮膚糸状菌症、ストレス低減を
春から梅雨に多い

全国で前期より２．４ポイント低下
乳用牛への黒毛和種交配率

１８年度 牛マルキン
生産者積立金、全畜種で引き下げ
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牛枝肉牛枝肉

豚枝肉豚枝肉

出荷頭数減少、
大型連休向手当
てで上げの展開

３月は不需要期だったが、相場はも
ちあいで推移し、交雑種、和牛は小幅
ながらも上げた。これからは、焼き肉
などの需要が高まる見通しで、引き合
いが強まることが予想される。
【乳去勢】３月の大阪市場乳去勢牛
Ｃ２の税込み平均枝肉単価は、１０３９円
（前年同月比１０１％）となった。前月に
比べ１２円下げた（Ｂ２は４頭のみ）。
農畜産業振興機構は、４月の乳牛（雌
含む）の全国出荷頭数を２万８０００頭
（９８％）と引き続き減少を見込んでい
る。輸入量は総量で５万９４００ｔ（１１５％）
と予測。うち冷蔵品は、現地相場高で
２万２８００ｔ（１００％）を、冷蔵品は、前
年同月を大幅に上回る３万６７００ｔ
（１２８％）を見込んでいる。冷蔵品のセ
ーフガード（緊急輸入制限措置）は終
了し、４月以降、米国産の関税率が５０％
から３８．５％に戻る。
【Ｆ１去勢】３月の東京市場交雑種

（Ｆ１）去勢牛税込み平均枝肉単価は、
Ｂ３が１４４４円（前年同月比９２％）、Ｂ
２は１２１５円（９１％）となった。前月に
比べ、それぞれ４３円、３円上げた。
交雑種（雌含む）の出荷頭数は前年
同月を上回って推移してきたが、同機
構は、４月は２万９００頭（１００％）と前
年並みを予測している。
【和去勢】３月の東京市場和去勢牛
税込み平均枝肉単価は、Ａ４が２４３８円
（前年同月比９９％）、Ａ３は２１４４円

（９８％）となった。前月に比べ、それ
ぞれ３５円、３７円上げた。
同機構は、４月の和牛（雌含む）の
全国出荷頭数を３万８０００頭（９９％）と、
前年同月を下回ると見込んでいる。牛

全体の出荷頭数は８万８２００
頭（９９％）と予測。国産と
輸入物を合わせた出回り量
は 前 年 同 月 を 上 回 り
（１０３％）、期末在庫は下回
る（９８％）としている。
例年、相場が上がる時期。
暖かくなり、焼き材中心の
引き合いが強まる。大型連
休に向けた手当てで、荷動
きは活発化する。また、連
休後は補充買いが見込め
る。一方、４月から食料品
や外食などが相次いで値上
げとなる。消費の大幅な伸
びは見込めないものの、需
要の高まりが期待できる。

全体出荷頭数が前年を下回る予測の
一方、引き合いが強まり、全体的に相
場は上がっていくと予想される。特に
和牛は３・４等級を中心に、交雑種、
乳去勢牛は良質のものが高値の展開に
なるとみられる。
このようなことから、向こう１ヵ月
の大阪市場の税込み平均枝肉単価は、
乳去勢Ｂ２が１０００～１０５０円、東京市場
の同枝肉単価は、Ｆ１去勢Ｂ３が１４００～
１５００円、Ｂ２は１１５０～１２５０円、和去勢Ａ
４が２４５０～２５５０円、Ａ３は２２００～２３００
円での相場展開か。

学校給食再開や
行楽需要で、相
場は強含みに

３月の東京食肉市場税込み平均枝肉
単価は、上物が４２８円（前年同月比
８６％）、中物は４０５円（８５％）となった。
前月に比べ、それぞれ５３円、３６円下げ
た。不需要期で荷動きは鈍く、月初め
から低調だった。
堅調に推移してきた相場が高値離れ
や輸入物の増加により、前月から軟調
な展開となっている。
農水省食肉鶏卵課は、全国肉豚出荷
頭数を４月は１３４万７０００頭（前年同月比
１０２％、過去５年平均比９８％）、５月は
１３５万７０００頭（１００％、同１０２％）とほぼ
前年並みの推移を予測している。
農畜産業振興機構は、４月の輸入量

を総量で７万６１００ｔ（９９％）と予測。
うち冷蔵品は、好調な需要を背景に過
去５ヵ年平均を上回る３万２５００ｔ
（１０２％）を、冷凍品は在庫を調整する
動きもみられ、４万３６００ｔ（９７％）を
見込んでいる。出回り量は、前年同月
をやや上回り（１０３％）、期末在庫はか
なり下回る（９３％）としている。
新年度入りで、需要の増加が期待さ
れる。新学期が始まり、学校給食が再
開される。また、大型連休に合わせた
行楽需要が見込まれ、荷動きは活発化
するとみられる。輸入品の出回り増も
相場は徐々に強含みになると予想され
る。
向こう１ヵ月の東京食肉市場税込み
平均枝肉単価は、上物が４４０～４６０円、
中物は４１０～４３０円での相場展開か。

乳子牛は品薄高
が継続、和子牛
は上げ基調か

【乳素牛】３月の素牛価格（左表）
の全国１頭当たり税込み平均価格は、
乳去勢が２４万２７０１円（前年同月比
１１９％）、Ｆ１去勢は４５万１９４９円（９９％）
となった。前月に比べ、乳去勢は１万
５７５８円下げ、Ｆ１去勢は１万２９３９円上げ
た。
今後、枝肉相場が行楽需要などで上
がる見通しの一方、両品種とも慢性的
な取引頭数不足が見込まれることか
ら、品薄高となるか。
【スモール】３月の全国主要２３市場
の１頭当たり税込み平均価格（農畜産
業振興機構調べ、速報値）は、乳雄が
１５万８０９３円（前年同月比１４３％）、Ｆ１

（雄雌平均）は２４万７４４１円（同８９％）と
なった。前月に比べ、それぞれ２万４０２
円、１万９０３９円上げた。
両品種とも取引頭数が前年同月を下
回り、品薄感から、強もちあいで推移
した。
今後も両品種の頭数不足は続くとみ
られ、もちあいで推移するか。
【和子牛】３月の和牛去勢の全国１
頭当たり税込み平均価格は、８１万２５２９
円（前年同月比９３％）となった。前月
に比べ２７０円上げた。地域や市場で上げ
下げがまちまちだった。東日本ではも
ちあい、上場頭数が増加した西日本で
は値を下げた。
４～５月の導入牛は、来年末の牛肉
最需要期に出荷となるため、価格は上
げ基調か。

農水省はこのほど、消費者及び食
品関係事業者を対象にＧＡＰ（農業
生産工程管理）に関する意識・意向
調査を実施し、その結果を発表した。
消費者のＧＡＰ認知度が低いこと
や、ＧＡＰ認証取得農畜産物を優先
的に仕入れている食品関係事業者が
少ないことが分かった。
消費者を対象としたアンケート調
査には、全国の２０歳以上６９歳以下の
男女２千人が回答。ＧＡＰを「知っ
ていた」は５．４％に止まり、「知らな
かった」が７２．７％を占めた。２２．０％は
「聞いたことはあるが、内容は知ら
なかった」と回答した。
ＧＡＰの取り組み内容について詳
しく説明した上で質問。食品関係企
業が農畜産物の取引にあたって、Ｇ
ＡＰ認証を要件としたり、優先的に
取引することについて、「評価する」

が５６．４％、「わからない、どちらもと
いえない」が３８．３％、「評価しない」
は５．４％だった。
ＧＡＰ認証を受けた農畜産物の購入
意向は、「割高になっても購入したい」
が１８．５％、「同程度の価格であれば購
入したい」が７１．８％、「購入したいと
思わない」は９．８％となった。
食品関係事業者を対象としたアンケ
ート調査には、全国の１０６６事業者が回
答。ＧＡＰを「知っていた」が４０．０％
で、「知らなかった」が２６．５％。「聞
いたことはあるが、内容は知らなかっ
た」が３３．５％だった。
ＧＡＰ認証取得農畜産物を「取引要
にして、仕入れている」は２．３％、「取
引要件ではないが、取引の際に優先的
に仕入れている」は２．６％とともに少な
く、優先取引はまだ事業者が限られて
いる。

消費者の認知度５％止まり
ＧＡＰに関する意識・意向調査
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